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予
算
編
成
の
基
本
方
針

▼
行
財
政
構
造
改
革
の
着
実
な

推
進

最
終
2
カ
年
行
革
プ
ラ
ン
で

定
め
る
財
政
運
営
の
目
標
達
成

に
向
け
、改
革
の
視
点
を
踏
ま
え
、

行
財
政
全
般
に
わ
た
る
構
造
改

革
を
着
実
に
推
進
し
ま
す
。

▼
新
兵
庫
の
創
造「
兵
庫
の
未
来

を
切
り
拓
く
」施
策
の
推
進

地
域
創
生
の
本
格
化
、地
域
創

生
の
基
盤
づ
く
り
お
よ
び
地
域

自
立
の
基
盤
づ
く
り
を
県
政
の

重
点
施
策
と
し
て
、積
極
的
に
取

り
組
み
ま
す
。

▼
事
業
の「
選
択
と
集
中
」の
徹
底

新
規
事
業
の
立
ち
上
げ
に
当

た
っ
て
は
、既
存
事
業
を
ゼ
ロ
ベ

ー
ス
で
見
直
し
、財
源
の
確
保
に

努
め
、事
業
の
「
選
択
と
集
中
」

の
徹
底
を
図
り
ま
す
。

▼
国
の
動
向
等
の
適
切
な
反
映

国
の
政
策
動
向
や
予
算
編
成
、

地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
そ
の

動
向
を
十
分
注
視
し
、県
予
算
へ

適
切
に
反
映
し
ま
す
。

▼
市
町
と
の
連
携
・
協
調
の
推
進

効
果
的
・
効
率
的
な
事
業
執
行
、

県
民
の
利
便
性
向
上
を
図
る
た

め
、市
町
と
の
適
切
な
役
割
分
担

の
下
、連
携
・
協
調
し
た
事
業
を

展
開
し
ま
す
。

▼
歳
入
確
保
対
策
の
実
施

財
源
確
保
を
図
る
た
め
に
、予

算
節
約
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
制
度

お
よ
び
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ
、ふ

る
さ
と
ひ
ょ
う
ご
寄
附
金
を
は

じ
め
と
す
る
歳
入
確
保
対
策
を

積
極
的
に
活
用
し
ま
す
。

▼
通
年
予
算
の
編
成

災
害
対
策
な
ど
の
緊
急
的
な

対
策
を
除
き
、通
年
予
算
を
編
成

し
ま
す
。

歳
入

【
県
税
等
】7
9
9
3
億
円

企
業
業
績
等
を
反
映
し
て
法

人
関
係
税
が
増
と
な
る
一
方
、

地
方
消
費
税
の
減
な
ど
に
よ
り
、

前
年
度
を
1
2
6
億
円
下
回
る

7
9
9
3
億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

【
地
方
交
付
税
等
】4
1
1
7
億
円

臨
時
財
政
対
策
債
（
1
1
6
5

億
円
）
を
含
む
実
質
的
な
地
方
交

付
税
は
、基
準
財
政
需
要
額
の
減

が
基
準
財
政
収
入
額
の
減
を
上

総額3兆2,061億円
平成29年度当初予算 1兆9,038億円 一般会計

1兆0,952億円 特別会計
2,070億円 公営企業会計

対前年度比
95.6％

県税等
42.1%

地方交付税等
21.7%

県債
5.6%国庫支出金

8.6%

使用料および
手数料
1.1%

繰入金
2.2%

諸収入
18.0%

地方譲与税ほか
0.7%

教育費
19.5%

民生費
16.4%

商工費
15.3%

公債費
14.4%

総務費
11.6%

土木費
7.4%

警察費
7.1%

農林水産費
4.1%

衛生費
3.3%

災害復旧費ほか
0.9%

予
算
編
成
の

基
本
方
針

歳
　
　
入

平
成
29
年
度
当
初
予
算

厳
し
い
財
政
環
境
の
下
、最
終
2
カ
年
行
革
プ
ラ
ン
を

基
本
に
行
財
政
全
般
に
わ
た
る
改
革
に
取
り
組
む
と
と

も
に
、活
力
を
保
ち
魅
力
あ
る
兵
庫
を
創
る
地
域
創
生

を
軌
道
に
乗
せ
、本
格
化
さ
せ
る
た
め
の
予
算
を
編
成

し
ま
し
た
。

歳入
（一般会計）

歳出
（一般会計）
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回
る
こ
と
か
ら
、前
年
度
を
86
億

円
下
回
る
4
1
1
7
億
円
を
計

上
し
ま
し
た
。

【
国
庫
支
出
金
】1
6
4
4
億
円

国
民
健
康
保
険
財
政
安
定
化
基

金
積
立
の
た
め
の
交
付
金
や
地
方

創
生
推
進
交
付
金
が
増
と
な
る
一

方
、教
職
員
給
与
負
担
事
務
の
神

戸
市
へ
の
移
譲
に
伴
い
、義
務
教

育
費
国
庫
負
担
金
が
減
少
す
る
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
を

1
3
5
億
円
下
回
る
1
6
4
4
億

円
を
計
上
し
ま
し
た
。

【
県
債
】1
0
7
1
億
円

投
資
的
経
費
に
活
用
す
る
県

債
は
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

債
の
減
な
ど
に
よ
り
、前
年
度

を
8
億
円
下
回
る
9
0
1
億
円

を
計
上
し
ま
し
た
。財
源
対
策

に
活
用
す
る
退
職
手
当
債
お
よ

び
行
革
推
進
債
に
つ
い
て
は
、

財
政
フ
レ
ー
ム
に
基
づ
き
、前

年
度
を
30
億
円
下
回
る
1
7
0

億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

●
県
債
残
高

臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む
県

債
残
高
（
実
際
に
償
還
す
べ
き
残

高
）
に
つ
い
て
は
、前
年
度
か
ら

2
0
1
億
円
増
加
し
、
4
兆

6
9
4
2
億
円
と
な
り
ま
す
。ま

た
、後
年
度
に
地
方
交
付
税
で
措

置
さ
れ
る
臨
時
財
政
対
策
債
、減

収
補
填
債
を
除
く
県
債
残
高
は
、

前
年
度
か
ら
5
8
0
億
円
減
少

し
、2
兆
9
1
4
6
億
円
と
な
り

ま
す
。

歳
出

【
人
件
費
】4
6
7
3
億
円

教
職
員
給
与
負
担
事
務
の
神

戸
市
へ
の
移
譲
に
伴
い
、職
員
給

お
よ
び
退
職
手
当
が
減
少
す
る

こ
と
か
ら
、人
件
費
全
体
で
は
、

前
年
度
を
6
6
1
億
円
下
回
る

4
6
7
3
億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

【
行
政
経
費
】7
8
5
3
億
円

中
小
企
業
制
度
資
金
貸
付
金

に
お
い
て
、融
資
実
績
等
を
踏
ま

え
金
融
機
関
へ
の
預
託
金
が
減

と
な
る
一
方
、社
会
保
障
関
係
費

の
自
然
増
、地
方
創
生
推
進
交
付

金
事
業
の
増
な
ど
に
よ
り
、前
年

度
を
77
億
円
上
回
る
7
8
5
3

億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

【
投
資
的
経
費
】1
8
3
6
億
円

普
通
建
設
事
業
費
に
つ
い
て
は
、

地
方
財
政
計
画
の
水
準
を
基
本
と

し
つ
つ
、第
2
次
山
地
防
災
・
土

砂
災
害
対
策
5
箇
年
計
画
の
推
進

な
ど
の
事
業
費
を
別
枠
で
確
保
し

ま
し
た
。事
業
進
捗
に
伴
う
災
害

復
旧
・
関
連
事
業
の
減
な
ど
（
△

16
億
円
）
に
よ
り
、
投
資
的
経

費
全
体
で
は
前
年
度
を
11
億
円

下
回
る
も
の
の
、ほ
ぼ
同
額
の

1
8
3
6
億
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

【
公
債
費
】2
7
4
9
億
円

平
成
25
年
度
に
発
行
し
た
臨
時

財
政
対
策
債
の
元
金
償
還
開
始
な

ど
に
よ
り
元
金
が
増
と
な
る
一
方
、

発
行
利
率
の
低
下
に
よ
り
県
債
利

子
が
減
と
な
る
こ
と
か
ら
、前
年

度
を
74
億
円
下
回
る
2
7
4
9
億

円
を
計
上
し
ま
し
た
。

収
支
不
足
に
対
す
る
財
源
対
策

歳
入
の
一
般
財
源
は
、前
年
度

か
ら
1
8
7
億
円
減
の
1
兆

2
4
1
2
億
円
、歳
出
の
一
般
財

源
は
前
年
度
か
ら
3
3
7
億
円

減
の
1
兆
2
5
8
2
億
円
と
な

り
、収
支
不
足
額
と
し
て
は
、前

年
度
の
3
2
0
億
円
を
1
5
0

億
円
下
回
る
1
7
0
億
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。

収
支
不
足
額
は
、最
終
2
カ
年

行
革
プ
ラ
ン
の
財
政
フ
レ
ー
ム
に

お
け
る
財
源
対
策
額
の
範
囲
内
で

退
職
手
当
債
、行
革
推
進
債
を
発

行
す
る
こ
と
で
対
応
し
ま
す
。

㉄
財
政
課
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25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000
（億円）

（年度）H６

12,604

11,330

1,274

29,146

H７

15,870

1,440

14,430

H８

18,221

1,457

16,764

H27 H28
当初

H29
当初

46,431 46,741 46,942

14,161 14,961 15,732

2,117 2,054 2,064

5,969 6,194 6,020

24,184 23,532
23,126

（H６～H27：決算、H28、H29：当初予算）

実
質
的
な
県
債
残
高（※

）

通常債等
財源対策債
減収補填債
（交付税算入率75％）

臨時財政対策債
（交付税算入率100％）

※県債残高の総額から、後年度に地方交付税で措置される臨時財政対
策債と減収補填債の残高を除いた県債残高

県債残高（今後、金融機関などに実際に償還すべき
残高）の推移

（年度）

8，233

12，131

5,757 5，303 4，818

H７ H８ H25 H26 H27 H28当初 H29当初

（億円） （H７～H27：決算、H28、H29：当初予算）

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000

4，386 3，992

震災関連県債残高の推移（普通会計ベース）

歳
　
　
出

収
支
不
足
に
対
す
る

財
源
対
策

区　　　分 H29年度当初 H30年度までの目標

収支不足額 △170億円 収支均衡

実質公債費比率（単年度） 15.3％ 18％水準

県債残高
（臨時財政対策債、減収補填債75％分を除く）

H19の83.5％
（2兆8,043億円）

H19の80％水準
（2兆6,874億円）

将来負担比率
（震災関連県債残高を除く） 256.7％ 250％水準

（H19の全国平均水準）

県債管理基金積立不足率 40.3％ H19の3分の2水準
（39%）

経常収支比率 95.8％ 90％水準

主な財政指標（財政運営の目標の状況）

※教職員給与負担事務の政令市への移譲に伴う標準財政規模、超低金利環境を踏まえて平成28年度に実施した
借換債の前倒し発行による県債管理基金残高等の影響を考慮した場合の数値




